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第１ 位置付け 

福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、原子力発電所から概ね半径３０km内の自治体

においては、防災基本計画及び原子力災害対策指針による新しい枠組に基づき、地域防

災計画（原子力災害対策編）の充実化に向けた取り組みが行われている。 

地域防災計画は、内容の具体性や実効性が重要であり、避難計画や避難行動要 支援

者対策の具体化等を進めるにあたって、自治体のみでは解決が困難な対策について、国

の積極的な支援が期待されているところである。そこで、原子力防災会議の下、国をあ

げて地域の防災計画の充実化を支援するために、内閣府では原子力発電所の所在する１

３地域ごとに課題解決のためにワーキングチーム ※１（以下、「ＷＴ」という。）を設置し

た。 

本資料は、島根地域の地域防災計画について、これまでの島根地域ワーキングチーム

での検討事項を取りまとめたものである。 

 

第２ 島根地域の概要 

 島根県 及び鳥取県 地域防災計画（原子力災害対策編）において、原子力災害対策指

針で「原子力災害対策重点区域」とされた、発電所より概ね５ｋｍ内を目安とする PAZ

内、発電所より概ね５～３０ｋｍ内を目安とする UPZ 内の対象地区を定め、各地区の人

口や避難行動要支援者数を明らかにした。 

島根地域における原子力災害対策重点区域は、PAZ 内は、島根県松江市 1 市であり、

UPZ 圏内は島根県松江市、出雲市、安来市、雲南市、鳥取県境港市、米子市の６市にま

たがる。 

また、PAZ内人口は 10,811人、UPZ内は 459,934人、原子力災害重点区域内の人口は

470,745人である。 

【島根地域原子力災害対策重点区域】 

 

 

島根地域では、島根県の関係 4市、鳥取県の関係 2市と避難先となる島根県、鳥取県内 

予防的防護措置を準備する区域 

(Precautionary Action Zone:PAZ) 

概ね ５km内  

島根県：松江市 

 

緊急時防護措置を準備する区域 

(Urgent Protective action planning 

Zone:UPZ) 

概ね ５～３０km内 

島根県：松江市、出雲市、安来市、 

雲南市、 

鳥取県：境港市、米子市 
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の市町村及び中国各県・各市町村等関係者と調整を行い、２県６市がそれぞれ 広域避 

難計画を策定 している。 

 

第３ 緊急事態対応体制 

原子力災害対策指針が定める緊急時の防護措置について 

原子力災害対策指針が定める緊急時の防護措置に即した緊急事態対応体制をとること 

とする。すなわち、PAZ内の住民においては、発電所において異常事態が発生した場合に

は、急速に進展する事故においても放射線被ばくによる確定的影響等を回避するため、放

射性物質の周辺環境への放出前の段階から、発電所の状態が原子力対策指針に基づく、情

報収集事態、警戒事態（EAL1）、施設敷地緊急事態（EAL2）、全面緊急事態（EAL3）の段

階に応じて、避難等の予防的な防護措置を実施するものとする。 

UPZ 内の住民については、全面緊急事態となった際には、放射性物質の放出による汚染

を防止するために予防的な防護措置（屋内退避）を原則実施するものとする。 

放射性物質が周辺環境へ放出された場合は、緊急時の環境放射線モニタリング等による

測定結果を、避難や屋内退避等の防護措置を実施するための判断基準である運用上の介入

レベル（OIL）と照らし合わせて、国と協力して必要な防護措置を実施するものとする。 

国、県及び関係市の対応体制について 

国は、原子力災害対策本部（官邸）、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒

本部（原子力規制庁及び内閣府）、現地警戒本部（オフサイトセンター）等の設置など、

全面緊急事態に係る初動対応の役割分担等の対応体制をあらかじめ決めておく。 

県は、施設敷地緊急 事態の発生を認知した場合には、県災害対策本部を設置し、関係

自治体との連絡体制の確立等必要な体制をとると ともに 県内市町村、岡山県、広島県、

山口県及び関係する指定地方公共機関に連絡する。 

通信手段の確保について 

島根地域では、国及び２県、関係 6市と連携し、原子力防災対策を円滑に実施するた 

 め発電所からの状況報告や関係機関相互の連絡が迅速かつ正確に行われるよう、専用回 

線の整備や防災無線や有・無線系、地上・衛星系等による伝送ルートの多様化及び関連 

装置の二重化などを整備した。また、衛星携帯電話、衛星通信ネットワーク等通信衛星

を活用した通信手段を確保する。また、国の協力のもと、被災現場の状況を迅速に収集

するための収集・連絡システムや通信網の整備をおこなう。 

緊急時対応体制の整備について 

  両県は、原子力災害時の応急対策活動を効果的に行うため、警戒事態が発生した場合

に速やかに対応できるよう職員の参集、情報の収集・連絡等が行えるよう緊急参集体制

の整備を行っている。 

施設敷地緊急事態発生の通報を受けた場合、知事を本部長とする災害対策本部を迅速・ 

的確に設置・運営するための整備を行 った。また、島根県では 過酷事象の際にも活動
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ができるよう 島根県 災害対策本部の施設に対して放射線防護対策を講じた。 

オフサイトセンターにおける原子力災害合同対策協議会等の体制について、地域の実

情等を勘案し、原子力防災専門官等と連携して定める。 

防災関係機関・実働機関との連携体制について 

 平常時から国、関係 2県 6市、自衛隊、警察、消防、海上保安庁、医療機関、指定公 

共機関、指定地方公共機関、発電所、その他の関係機関と原子力防災体制につき相互に 

情報交換を行い、各防災関係機関の役割分担をあらかじめ定め、相互の連携体制の強化 

を行っている。 

住民への情報伝達体制の確保について 

国と自治体間の情報共有ができるように国の原子力災害対策本部、原子力災害現地対

策本部（オフサイトセンター）、原子力規制庁緊急時対応センターと島根県、鳥取県と

関係 6市に設置した災害対策本部の間で会議ができるようにテレビ会議回線を含む連絡

体制の確保や中央防災無線、衛星携帯電話などを使用した連絡体制も確保している。 

また、住民への避難指示等が円滑に行えるよう広報車、防災行政無線、防災メール、

ホームページ等の情報提供手段が取れるように配備している。 

住民相談窓口の設置について 

県及び市は、住民からの問い合わせ等に対応するために相談窓口を設置 する体制 

を整え ている。 

 

第４ PAZ内の施設敷地緊急事態における対応 

松江市内における初動対応、情報伝達について 

  島根県及び松江市は、島根原子力発電所における事故等の状況や避難準備情報を報道 

 機関や広報車、防災行政無線、防災メール、ホームページ等の住民広報を通じて住民へ 

適切に周知する。 

一般住民の避難方法について 

  自家用車による避難が可能な者は、地区ごとに定められた避難ルートを経由して目的 

地となる避難経由所に向かう。バス等による避難を行う者は、徒歩で一時集結場所に集 

結し、県が確保したバスにより避難経由所に向かう。避難経由所到着後、避難所説明 

要員の指示に従って、避難所へ移動する。 

住民（避難行動要支援者）の避難方法について 

 自家用車、バス避難が可能な避難行動要支援者は、家族もしくは支援者の支援を受け 

自家用車もしくはバス等によって、避難経由所に避難する。これらの方法が困難な者は 

市や地区等の災害対策本部に支援要請を行い、屋内退避を継続して救助を待つ。 

避難行動要支援者は、避難経由所に到着後、生活環境に特段の配慮が必要な者につい

ては、広域福祉避難所に避難する。 

PAZ内の社会福祉施設及び医療機関の避難方法について 
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  社会福祉施設については、各社会福祉施設にて定められた避難計画に従って広域福 

 祉避難所へ直接広域避難を行う。 

医療機関については、各病院で定められた避難計画に従って避難する。入院患者 

については、島根県が病院の機能や病床種別に応じた避難先病院を選定し避難を行う。 

避難手段については、各施設が自ら確保できる避難手段の他は、県が国、関係機関の 

協力を得て確保する。 

外国人の避難体制について 

 外国人への情報発信は、しまね国際センター（災害時多言語支援センター）や民間 

国際交流団体等と連携して情報提供に努める。  

 外国人の避難方法については、一般住民の避難体制と同様とする。 

観光客等の一時滞在者の避難体制について 

 観光客については、発電所において事故が発生し、原子力災害に至る可能性が ある場

合、速やかに報道機関、観光施設、観光関連団体、公共交通機関等、市が利用できる情

報伝達手段により情報の周知を行うと共に、自家用車若しくは公共交通手段によって早

期に帰宅するように求める。公共交通手段が停止した場合等、独自で避難することがで

きない場合は、観光施設より近隣の一時集結所に集結し、一般住民と同様の避難先に避

難する。 

PAZ内の学校・保育所の児童等の避難体制について 

  各学校等において、生徒、児童、園児等を保護者に安全に引き渡すことを目的として、 

各学校等において定めた原子力災害時対応マニュアルに従い対応する。 

 避難の方法として、警戒事態となった場合、速やかに保護者に生徒等を引き渡す。 

施設敷地緊急事態となった場合、学校に残っている生徒等は、PAZ外の「緊急退避所」 

に市が優先的に確保したバスによって退避し、保護者の迎えを待つ。保護者の迎えが間 

に合わない場合は、各学校等がある地区ごとに割り当てられた避難先に広域避難を実施 

し、避難先で生徒等を保護者に引き渡す。 

施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力について 

  住民の避難については、自家用車による避難を基本としている。バス、福祉車両、 

ヘリコプター等の避難手段については、各施設、病院等が自ら確保できる避難手段のほ 

かは、国、関係機関の協力を得て確保し、一時集結所、各施設、病院等必要な箇所へ手 

配する。 

  

第５ PAZ内の全面緊急事態における対応 

PAZ内の住民の避難先について 

  島根地域の PAZ内を４地区に分け、鹿島地区、生馬地区、古江地区の住民の避難先は、 

島根県大田市に、島根地区については、島根県 奥出雲町に避難先を確保している。 

自家用車で避難できない住民について 
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  PAZ内の住民の避難は、自家用車若しくは、自家用車への同乗を基本としている。 

自家用車で避難できない住民については、各地区で定めている一時集結場所に集合し 

てバスによる避難を行うものとする。 

PAZ内の観光客及び民間企業の従業員について 

  PAZ内の観光施設は、佐太神社や温泉施設、海水浴場等７か所について、入場ピーク月 

の入場者数を１日当たりの平均値として目安を算出し、月間約 2,800人とした。 

PAZ内の民間企業の事業者数と、従業員数の把握と避難手段の確保については、今後 

の検討課題とする。 

全面緊急事態で必要となる輸送能力について 

  住民の避難については、自家用車による避難を基本としている。バス、福祉車両、ヘ 

リコプター等の避難手段については、各施設、病院等が自ら確保できる避難手段のほか

は、国、関係機関の協力を得て確保し、一時集結所、各施設、病院等必要な箇所へ手配

する。 

PAZ内から避難先施設までの経路について 

  PAZ内から避難先施設までの避難経路については、鹿島地区、島根地区、生馬地区、 

古江地区についてそれぞれ以下のように定めている。 

 鹿島地区 →島根県大田市          島根地区 →島根県奥出雲町 

   

生馬地区 →島根県大田市         古江地区 →島根県大田市 
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避難を円滑に行うための対応策（交通整理、避難誘導等）について 

 住民の避難が必要となった場合は、自家用車やバスなどの避難車両による避難が円滑 

に行われるよう、避難先や避難経路に関する広報と交通規制を実施する。 

また、避難住民の受入が円滑に行われるよう、一時集結場所の開設や避難者の避難 

誘導・受付や避難車両の調達を行う。 

    

第６ UPZ内における対応 

UPZ内における防護措置の考え方について 

  UPZの住民については、全面緊急事態において、屋内退避を行う。 

  放射性物質の放出後は、緊急時モニタリングの結果を踏まえて、原子力災害対策指針

で定める基準（OIL）に基づき、空間放射線量率が毎時 20μSv以上の区域を特定し、当

該区域の住民は概ね１週間以内に一時移転する。 

UPZ内住民の一時移転等について 

  島根地域では、避難時の混乱を避け、地域コミュニティ維持や円滑な避難住民支援を 

行うため、島根県は、岡山県、広島県の協力を得て、平成２４年１１月に「原子力災害

に備えた島根県広域避難計画」を策定した。 

また、一層の連携の強化を図りつつ、それぞれの役割を明確にし、計画の実効性を高

め、円滑な住民避難に資することを目的とし、平成２６年５月に「原子力災害時等にお

ける広域避難に関する協定」を締結した。 

鳥取県については、境港市、米子市とも、鳥取 県内市町村 に避難することとし、広

域避難計画を策定した。 

【島根地域 UPZ内住民の一時移転先】 
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【島根県広域避難計画】 

 

島根県の UPZ内 4市の避難方法は、一時集結所や自宅から避難先市町村にある避難 

  経由所に向かい、避難経由所で避難所の開設ができたところから避難所への振り分け 

を行う。在宅要支援者については、避難先市町村の広域福祉避難所に避難したのち社 

会福祉施設等に避難させる。 

 

【鳥取県広域避難計画】 
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鳥取県では、原子力発電所に近い地域から 20ｋｍ圏内区域、20～25ｋｍ圏内区域、 

25～30ｋｍ圏内区域に分けて段階的に避難を行 う。避難方法は、自家用車により避難

所に向かう方法と、一時集結所に集合し県等が手配したバス 等の準備車両 により避

難所に向かう方法がある。在宅の避難行動要支援者の避難については、一般住民と同

様に 先ずは広域避難所へ避難した後、必要に応じて広域福祉避難所に 避難すること

とし ている。 

 一時移転等に備えた関係者の対応について 

   島根原子力発電所で発生した事故等について、原子力災害につながる恐れがあると 

島根県が判断した段階（島根県対策会議設置時）以降、島根県は、関係する自治体、 

防災関係機関及び県内市町村及び中国各県に対して、島根原子力発電所での事故、災 

害の状況、避難、避難準備等に関する情報連絡を行い、避難が円滑に行われるよう一 

時集結場所の開設や避難者の避難誘導、避難所の受付や避難車両の調達を行う。 

 鳥取県では、UPZ内で避難指示が出された場合は、県や市は住民に対して避難指示 

を広報し、住民を一時集結所に避難誘導し、避難所の所在、災害の概要等避難に資す 

る情報を提供する。 

 UPZ内の医療機関・社会福祉施設の避難先について 

   島根県の医療機関・福祉施設の避難先については、広島県、岡山県、山口県にも協 

力を得てあらかじめ登録しておき、避難指示が出されてから島根県が災害拠点病院等 

を通して受け入れ先を決めてから避難を開始する。 

 鳥取県では、社会福祉施設等の入居者については、県内のマッチング施設へ避難を

行うこととしているが、長時間移送困難者については、ＵＰＺ外（30～50km圏）施設
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へ一時避難した後、順次、東・中部に避難する。病院の入院患者については、基本的

には県内のマッチング先施設に移送するが、患者の容体等に配慮した上で最終的な収

容先を決定する。 

 一時移転等を行う際の情報伝達について 

   両県及び関係６市は、島根原子力発電所、国等関係機関との情報連絡を行うため 

の通信連絡体制を整備し、避難及び避難準備等の情報が住民に対して確実に伝わるよ 

う、防災無線、広報車、ＣＡＴＶ、防災メール等複数の手段により住民広報を行う。 

  

 県外への避難を行う場合の避難先調整について 

 島根県では、UPZ内約 40万人の広域避難計画の実効性の向上のため、広島県、岡山 

県の協力を得て県内 UPZの４市（松江市、出雲市、安来市、雲南市）の避難先を岡山 

県、広島県内の市町村として、地域コミュニティ維持や円滑な住民支援を行うため、 

一定の地域単位で避難ができるようあらかじめ避難先を選定し避難体制を整えた。 

UPZ内における在宅の避難行動要支援者及び学校・保育所等の防護措置について 

島根県では、幼稚園、小学校、中学校、高等学校については、平成 26年 5月に「学

校危機管理の手引き（原子力災害発生時の対応編）」を各施設に提示した。島根県内の

県立学校、松江市内、安来市内の学校については、すべての学校で避難計画の策定が

完了している。保育所については、平成 26年 3月に「原子力災害対策時対応マニュア

ル」を各施設に提示し、それをもとに９６．３％（平成 27年 3月時点）が避難計画を

策定している。全ての保育所、学校等の避難計画の策定が完了するように指導を継続

する。 

 鳥取県においても、県が「原子力災害発生時における学校・保育所・幼稚園の避難

計画作成マニュアル」提示して、全ての保育所、学校等の避難計画の策定が完了する

ように指導を継続する。 

  在宅の避難行動要支援者については、今後、支援者の有無の確認を行うなど避難の

動向を把握し、バス等の避難車両の確保、資機材の整備、要支援者の支援体制を構築

し、安全、迅速、確実な避難の確保を図るための検討を行う。 

 

UPZ内の一時移転に必要となる輸送能力の確保について 

  バス等の避難手段について、県が国、関係機関の協力を得て確保し、関係市と連携し 

ながら手配する体制を整備する。 

 

第７ 放射線防護 資機 材、物資、燃料備蓄、供給体制 

PAZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄体制について 

  PAZ内 7か所の施設に放射線防護対策を施し、屋内退避を継続する避難行動要支援者 

と職員に対する食糧の備蓄体制を整える。 
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UPZ内防護措置に備えた放射線資機材の備蓄・供給体制について 

  原発から概ね１０ｋｍ圏内に所在する病院１施設、社会福祉施設等の１３施設など、

避難行動要支援者が屋内退避に使用する施設や、原子力災害時に拠点となる施設につい

て、計画的に放射線防護対策を施すとともに、資機材の整備や食料の備蓄の体制を整え

る。 

  鳥取県内においても、避難行動要支援者が屋内退避等に使用する施設として、病院２

施設、社会福祉施設２施設に放射線防護対策を実施。 

物資備蓄・供給体制について 

  国と連携し、必要に応じ、緊急輸送に係る調整業務等への輸送事業者等の参加、 

物資の輸送拠点における運送事業者等を主体とした業務の実施、物資の輸送拠点として

輸送事業者等の施設を活用するための体制整備を行う。 

物資集積拠点・一時集結拠点、物資供給体制の整備について 

 屋内退避時や広域避難先への物資の供給体制について、適切な場所を物資 

集積拠点として選定し、物資供給体制を整備する。  

 

第８ 緊急時モニタリングの実施体制 

緊急時モニタリング計画の策定について 

  原子力災害対策指針等に基づき、国、関係地方公共団体、中国電力（株）及び関係指

定公共機関の協力を得て、現行のモニタリング計画について、計画の位置づけやモニタ

リング体制の見直し等を行い、新たなモニタリング計画を策定することとする。 

島根県・鳥取県における環境放射線モニタリング体制について 

原子力災害対策重点区域及び周辺地域住民の安全を確保するため、安全協定に基づく

環境放射線の常時監視を実施する。 

緊急モニタリング実施計画について 

緊急時モニタリングを実施するために、原子力規制委員会（原子力災害対策本部）の 

総括のもと緊急時モニタリングセンター（以下「ＥＭＣ」という。）が設置される。 

島根県では、緊急時に迅速に対応できるように緊急時モニタリングセンターの体制を 

整理した。 
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【緊急時モニタリングセンターの体制】 

 
緊急時モニタリング動員計画について 

島根 県モニタリング本部には、県や県内関係市、中国電力、国等の協力を得て、県の

モニタリング本部要員として 95人を確保している。 

その他、鳥取県モニタリング本部においても必要な要員を確保している。 

島根地域の既設固定観測局及び可搬型モニタリングポストの整備について 

  島根県 及び鳥取県 では、モニタリングポストの整備計画をまとめ、計画に従って順

次整備を行う。 

【島根県 モニタリング ポスト 整備計画】 
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【島根県 モニタリングポスト配置図】 

 
 鳥取県では、モニタリングポストを配備済み。 

【鳥取県モニタリングポスト配備状況】 

 局数 稼働状況等 区分 
固定局 ２ 常時モニタリングを実施  
  ３ 常時モニタリングを実施（交番・駐在所に配備） 平常時体制 

可搬型 ２２ ７ 
常時モニタリングを実施（公民館に配備） 
電光表示器にて線量を表示し、住民啓発用として活用 

 

  １２ 緊急時モニタリング用に西部総合事務所（米子市）に配備 緊急時対応 

【鳥取県モニタリングポスト配置図】 
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第９ 緊急被ばく医療の実施体制 

安定ヨウ素剤について 

島根県では、平成 26年 4月「安定ヨウ素剤の配布・服用に関する検討委員会」を設

置し、配布、服用に係る課題について検討を開始し、「安定ヨウ素剤の配布・服用に関

する意見書」をまとめ、これをもとに「島根県安定ヨウ素剤配布計画」（案）を作成し、

現在安定ヨウ素剤の配布について、関係自治体と調整を行っている。 

また、「原子力防災のための安定ヨウ素剤電話相談事業」を行い住民の質問等に対応

するための体制を整えている。 

鳥取県では安定ヨウ素剤について、UPZ 圏内の住民及び防災従事者３回分の服用数

量を整備（平成２６年３月末現在）し、一時集結所、小・中学校、高校、高等専門学

校、調剤拠点薬局等に備蓄している。 

避難時における避難退域時検査及び除染の実施場所と退域時検査フローについて 

島根県では、主要な避難経路に応じ重点区域境界周辺での汚染検査及び除染の実施

場所の検討を行うとともに、汚染検査及び除染に係る体制の整備・手順書の検討を行

っている。 

鳥取県では、避難退域時検査会場を設定しており、汚染検査及び除染に係る体制の

整備・手順書の検討を行っている。 

 

【鳥取県避難退域時検査会場図】 
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緊急被ばく医療体制について 

 島根地域では、緊急時の医療体制の充実を図るため、緊急被ばく医療派遣チームの

要請手続についてあらかじめ定めておくとともに、受け入れ体制の整備、放射線障害

に対する医療を実施するための資機材等必要な準備を整えておく。 

   島根県では、被ばく医療機関を・・・。 

   鳥取県では、県内の医療機関を初期被ばく医療機関として１４機関、二次被ばく医

療医療機関として 2機関指定している。今後、国の検討チームにおいて、緊急被ばく

医療の在り方も含めて、原子力災害医療体制の検討がなされるため、この検討結果も

踏まえ、対応を行っていく。 

 

第１０ 実動組織の支援体制 

  実動組織（自衛隊、警察、消防、海保庁）の支援体制については、不測の事態の場合

に国、県及び関係市からの要請により、実動組織は各種支援を必要に応じて実施するこ

ととしている。 

  

以上 
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（参考） 

島根地域ワーキンググループ開催記録 

 

第 1回 平成 25年 10月 25日 避難計画の策定状況について 

第 2回 平成 26年 1月 16日 第 3回原子力防災会議の状況報告 

              避難手段・避難ルートについての考え方等 

              ＯＩＬに基づき避難範囲を特定する際の考え方等 

第 3回 平成 26年 5月 16日 避難計画の充実に向けた当面の課題について 

              ・避難手段の確保 

              ・要支援者避難のしくみ 

第 4回 平成 26年 10月 7日 川内地域の緊急時対応について 

              国における原子力防災体制の見直しについて 

              島根地域における課題 

              原子力防災訓練について 

第 5回 平成 26年 11月 17日 原子力防災訓練の検証 

              島根地域における防護措置実施区域とモニタリング体制 

              「川内地域における緊急時対応」に対するＱ＆Ａ 

              避難行動要支援者など対象者の把握調査 

第 6回 平成 27年 3月 26日 平成 26年度島根地域ワーキングチームの取り組みについて 

              島根地域の緊急時対応中間とりまとめ（案）について 

              「地域原子力防災協議会」について 

 

島根地域ワーキングチーム名簿 

 

 所属名 職名 氏名 備考 

3 中部方面総監部 防衛部防衛課運用班 運用幹部３佐 石橋 祥彦 
 

4 第 13 旅団 司令部第３部防衛班 防衛幹部１尉 久保  宏 
 

5 海上保安庁 第八管区海上保安本部境海上保安部 警備救難課長 相川 武司  

6 資源エネルギー庁 原子力発電立地対策・広報室 課長補佐 飯島 寛之  

8 
内閣府 

 

政策統括官（原子力防災担当）付 

参事官（地域防災・訓練担当） 
参事官補佐 野島久美恵  

9 内閣府 
 

主査 湯澤 正治  

10 内閣府 
 

主査 西村 敦志  

11 内閣府 

内閣府 

島根県警察本部 

政策統括官（原子力防災担当）付 

参事官（地域防災・訓練担当） 

島根原子力規制事務所 

原子力防災専門官 甲斐 英二  

12 係長 濱崎 哲治  

13 係長 田金佐知子  
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松江市 交通規制課 

警備第二課 

14 防災安全部 部長 小川  真  

15 松江市 

松江市 

出雲市 

安来市 

警備第二課 次長 多久和正司  

16 
原子力安全対策課 

防災安全課 
副主任 玉木 俊久  

17 松江市 

出雲市 

安来市 

雲南市 

原子力安全対策課 

防災安全課 

危機管理課 

主査 柳楽伸一郎  

18 主幹 実重 昌宏  

19 危機管理室 室長 安部 昭彦  

20 鳥取県 原子力安全対策課 課長 水中 進一  

21 雲南市 危機管理室 係長 西村 憲幸  

22 
鳥取県警察本部 

米子市 

警備第二課 

防災安全課 
第二係長 植田 伸起  

23 鳥取県警察本部 

米子市 

境港市 

警備第二課 

防災安全課 

自治防災課 

課長 大塚  亮  

24 課長 黒崎  亨  

25 島根県 交通対策課 企画幹 濱村 浩之  

26 境港市 健康福祉総務課 調整監 石倉 利康  

27 島根県 医療政策課 地域医療支援第一 GL 石飛 厚志  

28 

島根県 

健康福祉総務課 主任 伊藤  剛  

29 防災部 部長 大國 羊一  

30 防災部 

防災部 

原子力安全対策課 

次長 岸川 慎一  

31 次長（原子力安全） 山崎  功  

32 
防災部 

原子力安全対策課 

原子力安全対策課 

参与 細田  晃  

33 課長 島田 範明  

34 避難対策室長 小池  誠  

35 主任 片岡 充久  

36 

原子力安全対策課 

原子力防災対策 GL 高橋 直之  

37 企画員 永富  聡  

38 企画員 高塚 隆宏  

39 主任 天野 大輔  

40 主任主事 兒玉 法史  

41 原子力安全第二 GL 伊藤  徹  

42 主任 卜部 洋史  

43 原子力環境センター長 西  浩幸  

   
 

 


